　　　　　　　　　　　2019年度　「いのち・神奈川」　省庁交渉記録

期日；2019年11月11日（月）午前9時30分～午前10時30分

場所；衆議院第一議員会館　第6面談室


仲介議員；阿部知子（政策秘書　政野）　昨年度に続き2回目

参加者；（いのち・神奈川）

　　　　小宮　斉藤　須藤　青柳　古賀　安倍川　錦織　髙橋

　　　（福島避難者）松本　山田　　（オブザーバー）小山　森

省庁対応者

　　　　市川佳世子（環境省大臣官房放射線健康管理参事官補佐）

　　　　横山貴志子（環境省　　　参事官補佐　　）

　　　　竹田昌弘　（環境省　　　係長　）　　

　　　　石黒敦子　（環境省　　　　　　）　

　　　　山本裕之　（文科省青少年教育室事業係　　係長）　　　　

　　　　平川康弘　（文科省青少年教育室長）

　　　　関口澄夫　（原子力規制庁　課長補佐）

　　　　安達泰之　（原子力規制庁　係長）

　　　　古長秀明　（復興庁　参事官補佐）

　　　　　　　　　ほか　　国交省から2名　　　　　　　　　以上　

討議内容（司会;高橋）

　　　当団体よりの要請書に準じて回答為される

　　　担当省庁より資料

1） ①平成30年度「ふくしまっ子自然体験・交流活動支援事業」実績について→文科省　資料3ページ

　平成30年度の補助件数4件

　（行き先　千葉　東京　京都　兵庫）　県外団体との協力　140万円　補助人数90人

　平成31年度見込み申請1件

　（行き先　沖縄）　申請額100万円　　県外団体との協力　　補助人数13人

　②平成28年度～令和元年度までの福島県の子供たちを対象とする自然体験交流活動支援事業執行状況

　　　　　　　　　　　　　　　　単位；千円

　　　平成28年度　324,468　　平成29年度　234,449　　平成30年度　170,998　

　　　令和元年度　　130,500　　　令和2年度概算要求額167億円（自然体験交流事業の金額不明）
　③子どもたちの健康状態の情報開示について→環境省　資料11ページ

・福島県における主な結果は循環器疾患は震災以前から高い水準だが長期的には減少傾向　

・がん死亡率は横這い状況　事故前後においてがん罹患率にも大きな変化なし

・女性の大腸がん、甲状腺がんで年変化率が増加

・事故当時18歳以下の県民の甲状腺がん悪性ないし疑い　231名（6月現在）

2） 保養事業に関する質問と要望→文科省　資料２ページ

　①予算増額と県外団体受け入れを

・事業実施主体の県の要望→従前どおり

　②ア、6泊7日以上の緩和について

　　・令和元年度より4泊5日と改正→進展あり

イ、1歳以上に限定する理由

　・本事業の目的から主体的にできる年齢として1歳以上とした

　　親子の活動については必要に応じて引率者、保護者も補助対象としている

　　ウ、公的施設の無償、減免について

　　　・本予算は体験活動に対し、宿泊費、活動費として補助するもの

　　　　施設の減免は地方自治体の権限で行うもの→趣旨が違う

エ、交通費負担について

　・交付要綱の改正を行っている→各団体の経費配分には柔軟な対応ができるよう改正

　　上限は解く（進展あり）

3） その他

　　　①事故当時18歳以下だった子どもの甲状腺がんその疑い　231名（10月）　環境省
ア、福島県立医大で集計の対象にならなかった甲状腺がんの患者11名いると報告あり

　　県民健康調査「甲状腺検査」の在り方については検討委員会で議論されるもの

イ、「被ばくとの関連は認められない」について

　・検討委員会で議論されていることを注視

　・科学的知見からは被ばくによる過剰発生の可能性を完全に否定するものではないが生命に関わ

　らないようながんを多く診断している可能性が高いとの意見はあった

　・国連科学委員会の報告書では放射線の影響ではなく集団検診の感度による可能性が高いとみな

　されている

ウ、県の検査縮小の動きについて

　・科学的知見に基づいて進めることが重要

　・検討委員会の検討を踏まえ、お知らせ文は丁寧な内容に変更したもの

　・十分な説明を受けたうえでの受診に

　・甲状腺検査につては検討委員会でメリット・デメリットが議論されているところで検討委員会

　の議論を注視

エ、全員が公平に受診できるよう取り計らいを。納得いくような説明を

　・各学校で受診できるようになっている

　・お知らせ文は検査の理解を得るとともに同意を得たうえで実施することが重要の観点から改訂

　・子どもや保護者には理解を得るために出張説明会や出前授業、パンフレットの配布を行ってい

　る

オ、中、高校生の受診率の低下について

　・パンフレットの配布や説明会を開催している

　・土日や夜間の検査の実施

　・転居先の把握に努めている

カ、健康手帳の発行と無償検診・治療の活用システムを

　・県民健康管理ファイルに記録保管

　・平成27年度より「甲状腺検査サポート事業」を開始、しこりが見つかった方には経済的支援

②除染について

　・フォローアップ除染を実施している

　・小学校等の空間線量は50㎝で計測するなど幼児・低学年児童の生活空間に配慮している

③ＩＣＲＰの見解について　　　原子力規制庁　資料1ページ

　・パブコメを検討している段階　　現段階では対応は困難

④高速道路の交通費補について　国土交通省　資料1ページ

　・来年3月までの予定で実施、その後の取り扱いについては今後検討

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　　　　　　文責髙橋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

◆みなさんより寄せられた感想や意見

・時間が1時間しかなくて深まらなかった

・資料は事前に提示してもらいたい。読み込めないまま進行していった

・問題を集中して審議できるよう省庁も１～２くらいに限定して行いたい

・できれば年に2回くらい行えないか？

・阿部事務所にはお世話になった（特に政野さんには要望書の添削なども行っていただいた）

◎再質問（湘南の会青柳さんより）→政野さんと相談し文科省に再回答していただく





福島県の子どもたちを対象とする自然体験・交流活動支援事業の内訳（保育園・幼稚園、学校などを含む）について教えてください。








